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年金制度改正法案の成立の意義 
 

野村 亜紀子 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. 2025 年 6 月 13 日、年金制度改正法案が成立した。2024 年の財政検証に基づく

公的年金改革などが盛り込まれている。少子高齢化の下での社会保障制度改

革は何らかの負担増の議論が避けられず、少数与党という状況を踏まえれ

ば、様々な課題を残しながらも、法案が成立したこと自体が成果だったとも

言えよう。 
2. 確定拠出年金（DC）法の改正も、併せて実現することとなった。①企業型 DC

のマッチング拠出（加入者拠出）の企業拠出以下要件の廃止、②個人型確定拠

出年金（iDeCo）の加入可能年齢の上限引き上げ、③DC の運用の「見える

化」、などが含まれる。いずれも意義深い内容を伴う。 
3. 2024 年 12 月の「税制改正の大綱」に盛り込まれた DC 拠出限度額の引き上げ

は、法律ではなく DC 法施行令の改正事項だが、今後順次実施されるものと思

われる。2024 年の新 NISA の順調な滑り出しに続き、今般の DC 制度改正によ

り、個人の資産形成の機運がさらに高まることが期待される。 
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Ⅰ 会期中の成立にこぎつけた年金制度改正法案 

「社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正す

る等の法律案」（以下、年金制度改正法案）が、2025 年 6 月 13 日、参議院本会議にて可

決・成立した（図表 1）。2024 年の公的年金財政検証を踏まえた制度改正である。 

注目度の高かった論点の一つが、国民年金（基礎年金）の給付底上げのための施策だっ

た。公的年金は 2004 年改正により給付抑制措置であるマクロ経済スライドが導入され、

調整期間中は年金給付額が実質的に目減りする。自営業者等の国民年金（基礎年金）は、

民間従業員や公務員の厚生年金（報酬比例部分）に比べて調整が長期にわたるため、目減

りが大きい。そこで厚生年金の調整期間を延長して国民年金（基礎年金）と一致させるこ

とで、国民年金（基礎年金）の目減りを抑制しようとするものだった1。 

図表 1 年金制度改正法の概要 

公的年金 1．被用者保険の適用拡大等 

 短時間労働者の適用要件のうち、賃金要件を撤廃し、企業規模要件も段階的に撤廃 

 常時 5 人以上を使用する個人事業所の非適用業種を解消。経過措置あり 

 適用拡大に伴い、保険料負担割合を変更することで労働者の保険料負担を軽減できることと

し、労使折半を超えた事業主負担分を制度的に支援 

2．在職老齢年金制度の見直し 

 在職老齢年金制度の公的年金支給停止となる収入基準額を、50 万円（令和 6 年度価格）から

62 万円に引き上げる 

3．遺族年金の見直し 

 遺族厚生年金の男女格差解消のため、18 歳未満の子のない 20～50 代の配偶者を原則 5 年

の有期給付の対象とし、60 歳未満の男性を新たに支給対象に。配慮措置あり 

 子に支給する遺族基礎年金について、遺族基礎年金の受給権を有さない父母との同一生計

による支給停止に係る規定を見直す 

4．厚生年金保険等の標準報酬月額の上限の段階的引き上げ 

 標準報酬月額の上限額を 65 万円から 75 万円に段階的に引き上げるとともに、最高等級の者

が被保険者全体に占める割合に基づき改定できるルールを導入 

5．将来の基礎年金の給付水準の底上げ 

 次期財政検証で、基礎年金と厚生年金の調整期間の見通しに著しい差異があり、基礎年金の

給付水準低下が見込まれる場合は、基礎年金と厚生年金のマクロ経済スライドによる調整を

同時に終了させるために必要な法制上の措置を講ずる。給付と負担の均衡がとれた持続可能

な公的年金制度の確立について検討を行う 

 当該措置により基礎年金額及び厚生年金額の合計額が、措置を講じなかった場合を下回ると

きは、影響を緩和するために必要な措置を講ずる 

私的年金  個人型確定拠出年金（iDeCo）の加入可能年齢の上限を 70 歳未満に引き上げる 

 企業年金の運用の見える化（情報開示）として厚生労働省が情報を集約し公表する 

その他  子に係る加算額の引上げ等を行いつつ、配偶者加給年金額を見直す 

 再入国許可を受けて出国した外国人は、当該期間中、脱退一時金を請求不可とする 

 報酬比例部分のマクロ経済スライド給付調整を、配慮措置を講じた上で次期財政検証の翌年

度まで継続する 

（出所）「社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する等の法律

案の概要」より野村資本市場研究所作成 

 
1  調整期間の予測は経済前提により異なるが、例えば「過去 30 年投影ケース」では報酬比例部分が 2026 年度、

基礎年金部分が 2057 年度に終了とされる。厚生労働省「令和 6（2024）年財政検証結果の概要」第 16 回社会

保障審議会年金部会資料 1、2024 年 7 月 3 日より。 
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マクロ経済スライドは仕組み自体が分かりづらく、今般の制度変更も理解と合意形成が

難しかった。それ以外の内容も含め、そもそも少子高齢化が進む中での社会保障制度改革

は、何らかの負担増の議論が避けがたい。法案の提出が 2020 年の年金制度改正時より 2

カ月遅い 5 月にずれ込んだものの、上記の国民年金（基礎年金）の給付水準底上げについ

て次の財政検証で対応する旨を追加し、最大野党の立憲民主党の支持を得て今国会の会期

中の成立にこぎつけた。様々な課題を残しながらも、少数与党という状況を踏まえれば、

成立したこと自体が成果だったとも言えよう。 

 

Ⅱ 確定拠出年金（DC）の制度改正も実現へ 

年金制度改正法には、確定拠出年金（DC）をはじめとする私的年金改正事項も盛り込

まれており、それらも実現することとなった（図表 2）。法案の成立自体が有意義だった

と考える今ひとつの理由である。 

DC に関する主要な改正事項は以下の 3 点である。いずれも意義深い内容となっている。 

図表 2 年金制度改正法に盛り込まれた DC 改正事項 

項目 内容 施行日 

マッチング拠出の

企業拠出以下要件

の廃止 

企業型 DC の規約で加入者が掛金を拠出することができることを定め

る場合において、加入者掛金の額が事業主掛金の額を超えてはなら

ない旨の要件を削除する 

公布から 3 年以内の

政令で定める日 

iDeCo 加入可能年

齢の上限引き上げ 

iDeCo の加入要件について、現行の加入要件に該当しない 60 歳以上

70 歳未満の者であって、申出の前日において iDeCo 加入者であった

もの、iDeCo 運用指図者であったもの、個人別管理資産の移換申出を

したもの、脱退一時金相当額の移換申出をしようとするもの、残余財

産の移換申出又は積立金の移換申出をしようとするものは、iDeCo 加

入者となることができる 

公布から 3 年以内の

政令で定める日 

企業型 DC の運用

の見える化 

厚生労働省は、企業型 DC に係る業務についての報告書の提出を受

けたときは、当該報告書の記載事項のうち厚生労働省令で定めるもの

を公表する 

公布から 5 年以内の

政令で定める日 

その他  企業型 DC 規約承認申請の添付書類の簡素化 

 簡易型 DC に係る規定の削除 

 中小事業主掛金拠出を行う事業主の届出先の簡素化 

 企業型 DC 運用指図者等の死亡の届出先の簡素化 

2026 年 4 月 1 日 

（出所）「社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する等の法律案要

綱」より野村資本市場研究所作成 
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１．マッチング拠出の「企業拠出以下要件」の廃止 

企業型 DCの加入者拠出、いわゆるマッチング拠出は、企業の拠出額以下という制約が課

されている。今般の法改正により、この「企業拠出以下要件」が廃止されることとなった。 

企業拠出以下要件は、企業拠出の少ない加入者から見れば、自身の拠出可能額も併せて

制約されるという不公平な側面がある。長年にわたり廃止の要望が複数の関係団体から出

されつつも、企業年金である以上、企業が主たる掛金拠出者であるべきとの指摘が根強く2、

実現しなかった。今般、ようやく廃止されることとなったのは、画期的と言える。 

企業拠出以下要件がなくなれば、企業型 DC 加入者は、法令上の限度額から企業年金へ

の企業拠出を控除した満額をマッチング拠出に充てることが可能になる。マッチング拠出

可能額が低いという税制上の理由で、追加的に個人型確定拠出年金（iDeCo）に加入する

必要性もなくなる。一般に、企業型 DC には、運営管理費用を企業が負担する、企業が自

社に適した運営管理機関と運用方法の選定に取り組む、企業が投資教育提供の努力義務を

負うなど、加入者にとっての利点がある。 

 

２．iDeCo 加入可能年齢の上限引き上げ 

現在、iDeCo の加入可能年齢の上限は基本的に 60 歳未満だが、今般の法改正により 70

歳未満に引き上げられることとなった。60 代の働き方・生き方は既に多様化している。

人口高齢化の下で労働人口を確保するべく、高齢者の就労促進も重要な課題となっている。

このような中で、私的年金を通じた自助努力の可能な年数も拡張するのは合理的と言える。

例えば企業型 DC に加入していた個人が、60 代に第一線を退いた後も就業を継続し、その

間 iDeCoへの加入を通じて資産寿命延伸に繋げるといったことも考えられる。老後の資産

形成における iDeCo の位置づけが、今後変わってくる可能性もあろう。 

正確には、現在も 65歳まで iDeCoに加入可能となっている。ただし、DC法の規定上、

公的年金に加入していることが前提条件となる。そのため、国民年金加入者の場合、40

年の加入期間が満了（20 歳から加入すれば 60 歳）すると、iDeCo への加入も不可となる

ため、実際に 60 歳以降も iDeCo に加入可能なケースは一部に限られていた。 

2024 年公的年金財政検証に伴う議論の当初は、国民年金の加入期間を 45 年に延長する

という論点もあったが見送られ、現状維持とされた。換言すれば、今般の法改正により、

国民年金の加入資格と iDeCoの加入資格は切り離されることとなった。社会保障審議会企

業年金・個人年金部会の部会長を務める、慶応義塾大学の森戸英幸教授は、この点に関し

て、「私的年金は必ずしも公的年金の『上乗せ』とは限らないことが示されたのは、画期

的」と指摘する3。 
 

2  例えば、社会保障審議会企業年金・個人年金部会における、小林司委員（当時、日本労働組合総連合会総合

政策推進局生活福祉局長）の発言（2023 年 5 月 17 日の会合）、冨樫幸子委員（当時、全日本電機・電子・情

報関連産業労働組合連合会賃金政策部専門部長）の発言（同年 6 月 12 日の会合）を参照。 
3  野村資産形成研究センター「ファイナンシャル・ウェルネス研究会 2024 報告書」2025 年 5 月より。 
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３．DC 運用の「見える化」 

厚生労働省は、企業型 DC の報告事項の中から情報を集約し、公表することが求められ

ることとなる。これは、「資産運用立国実現プラン」（2023 年 12 月公表）に盛り込まれ

た「企業型 DC の適切な商品選択に向けた改善、加入者のための運用の見える化充実」、

「社会保障審議会企業年金・個人年金部会における議論の整理」（2024年 12月公表）に盛

り込まれた「加入者のための企業年金の運用の見える化」に対応するものと理解できる4。

もっとも、DC においては、加入者自身が商品選択を行うという性格上、加入者向け情報

提供に関する制度が整備されている。iDeCo については、個人が加入先を検討する際に利

用出来る比較サイトなども存在する。また、DC の運営管理機関は、選定・提示する運用

商品ラインアップ（ユニバース）について、ウェブサイト等を通じて公表することが求め

られている。 

今般の法改正による情報開示の拡充は、厚生労働省が集約・公表することによる比較可

能性向上が一つのポイントとなろう。その観点から、「指定運用方法の見える化」が注目

される。指定運用方法は DC におけるデフォルト（初期設定）ファンドで、投資信託を設

定すれば、運用指図を行わないような加入者であっても、一定の長期積立分散投資を実践

可能となる。ところが、企業年金連合会の 2023 年度調査によれば、指定運用方法の採用

は回答企業の 40.7％に留まり、そのうちバランス型投資信託の採用が 33.7％だった（預貯

金等の元本確保型は 65.9％）5。行動経済学の知見に基づく指定運用方法の利点が、十分

に活かされていないのが実情と言える。「見える化」を通じて、企業ごとの状況が横比較

可能な形で明らかになれば、変化に向けた一つの突破口になり得るのではないだろうか。 

 

Ⅲ DC 拠出限度額の引き上げ 

2024年 12月に閣議決定された税制改正の大綱には、DC拠出限度額の引き上げが盛り込

まれた。限度額の具体的な金額は、法律ではなく確定拠出年金法施行令において定められ

ており、今後の政省令改正において順次実施されるものと思われる。拠出限度額引き上げ

の内容は図表 3 の通りである。 

2024 年の新 NISA の順調な滑り出しに続き、今般の DC 制度改正により、個人の資産形

成の機運が、さらに高まることが期待される。実際にどの程度の DC 拠出増が生ずるかを

見通すのは難しいが、例えば、既に iDeCo 加入者の 4 割強が、法令上の拠出限度額近くま

で拠出していると推測される（図表 4）。このような加入者は、新たな拠出枠を活用する

可能性が高いと考えることもできよう。 

 
4  「見える化」は確定給付型年金（DB）、DCの両方に関する施策。「社会保障審議会企業年金・個人年金部会

における議論の整理」では、「他社との比較・分析が行えるよう、DB については DB 別、企業型 DC につい

ては事業主・規約・運営管理機関別に名称が分かる形で公表を行うこと」とされた。 
5  企業年金連合会会員サービスセンター政策企画課「2023（令和 5）年度企業型確定拠出年金実態調査結果の概

要」『企業年金』2025 年 5 月号。 
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図表 3 「令和 7 年度税制改正の大綱」の DC の拠出関連事項 

iDeCo の拠出限度額の 

引上げ 

 第 1 号被保険者：月額 7.5 万円（現行：月額 6.8 万円） 

 企業年金加入者：月額 6.2 万円から DB 掛金相当額及び企業型 DC 掛け

金額を控除した額（現行：2.0 万円） 

 企業年金未加入者（第１号被保険者及び第 3 号被保険者を除く）：月額

6.2 万円（現行：月額 2.3 万円） 

企業型 DC の拠出限度額

の引上げ 

 DB に加入していない者：月額 6.2 万円（現行：月額 5.5 万円） 

 DB 加入者：月額 6.2 万円（現行：月額 5.5 万円）から DB 掛金相当額を控

除した額 

企業型 DC のマッチング拠

出の制約撤廃 

 加入者掛金額は事業主掛金額を超えることができないとする要件の廃止 

iDeCo の加入可能年齢の

上限引上げ 

 60 歳以上 70 歳未満で、現行 iDeCo に加入できない個人を iDeCo の加入

対象とする。拠出限度額は月額 6.2 万円 

（出所）「令和 7 年度税制改正の大綱」（2024 年 12 月 27 日閣議決定）より野村資本市場研究所作成 

図表 4 iDeCo 加入者の掛金額階層別分布（2025 年 4 月） 

加入者分類 法令上の拠出限度額 掛金額階層 当該階層の人数 

自営業者等 月額 6.8 万円 月額 6.5 万円以上 73,571 

企業年金無しの従業員 同 2.3 万円 同 2.0 万円以上 2.5 万円未満 1,051,403 

企業年金有りの従業員 同 2 万円 同 2.0 万円以上 2.5 万円未満 179,497 

公務員等 同 2 万円 同 2.0 万円以上 2.5 万円未満 243,382 

計 － － 1,547,853 

＜参考＞iDeCo 加入者 － － 3,646,792 

（出所）国民年金基金連合会「iDeCo（個人型確定拠出年金）の加入等の概況（2025 年 4 月）」より

野村資本市場研究所作成 

 

年金制度改正法の施行日は 2026 年 4 月 1 日だが、マッチング拠出の企業拠出以下要件

廃止と iDeCo 加入可能年齢の上限引き上げは改正法の公布から 3 年以内、見える化は同 5

年以内と規定されている。また、今後、運営管理機関をはじめとする制度の担い手が、制

度改正の内容に基づき、手続き面やシステム面での対応を進める必要がある。可能な限り

早期に、加入者が制度改正の恩恵を得られるようになることが期待される。 

 

 

 

 


